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国際的調和化 1)への進展の最中であった事を背景に、1999 年 12 月に企業会計審議会の第一部会で取り上
げられ、多くの議論が繰り返された。その後、2002 年 8 月の「固定資産の減損に係る会計基準」(以下、
減損会計基準)、2003 年 10 月の「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（以下、適用指針）の公表

































































他の資産グループの CF から概ね独立した CF を生み出す最小単位








































































































設例 1-1 製造業－機能別の区分を基礎にした資産のグルーピング 
設例 1-2 製造業－製品別の区分を基礎にした資産のグルーピング 
設例 1-3 製造業－地域別の区分を基礎にした資産のグルーピング及び転用等 




設例 1. 製造業における資産のグルーピング 
 A 社は、製品 a と製品 b の製造・販売を行っており、その事業所は全国展開している。A 社は、本社
（自社所有）の他に、B、C、D、E の地域に営業所（自社所有）を設置している。工場は F 社（F 県）
と G 社（G 県）の 2 カ所であり、それぞれ連結子会社である。F 社は製品 a を、G 社は製品 b をそれぞ
れ製造し、A 社に販売している。A 社は製品 a および製品 b を一括で仕入れ、顧客に直送している。各地
域の営業所は製品の営業活動を行うのみで、商品代金の処理は A 社が行っている。A 社の管理会計上の
単位は地域ごとである。なお、E 県には D 社の営業所の他、E 県の会社を買収した連結子会社 E 社があ
り、製品 a のみ販売を行っている。なお、A 社の連結上の事業セグメントは製品 a および製品 b で区分
されている。 
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続いて連結上のグルーピングの見直しを行う。F 社と G 社は自社工場でもって製品を生産し、A 社に
供給しており、継続的に収支の把握がなされている。よって、F 社と G 社はグルーピングの単位を決定
する基礎となると考えられる。さらに、F 社と G 社が切り離された場合に他の単位のキャッシュ・イン・
フローに大きな影響を及ぼさないので、F 社と G 社はグルーピングの単位となる。よって、連結上のグ
ルーピングの見直しは行わない。 
E 社については、近隣に E 営業所があり、同一製品 a を販売している。よって、E 社が切り離される
と E 営業所のキャッシュ・イン・フローに大きな影響を与えると考えられるため、E 営業所および E 社














設例 2. 建設業・不動産業における資産のグルーピング 
総合不動産業を営んでいる H 社（自社所有）は、不動産の販売、賃貸及び建設を行っており、その支
店及び営業所は複数地域に展開している。I支店は主に文化施設や商業テナントビルの建設を行っている。





益管理を行っている。共用資産は本社及び I 支店、J 支店の賃貸事業部・販売事業部の両間接部門で使用
している資産以外にはない。 
 
図 3. 不動産業における資産グループの例（出所：筆者作成） 
〈考察〉 
建設業・不動専業においても製造業と同様、まず営業所などの資産と対応して継続的に収支がなされて
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九州支店   
図 4. 卸売業における資産グループの例（出所：筆者作成） 
〈考察〉 










設例 4. 小売業における資産のグルーピング 
L 社では、営業店舗（すべて自社所有）を東北と関東に展開しており、小売業を営んでいる。東北地区





















































価額の合計額を下回る場合には、減損損失を認識する（適用指針第 48 項(2)）。 
設例 5. より大きな単位でグルーピングを行う方法 
資産グループ A、B の帳簿価額は 350 と 260、共用資産の帳簿価額は 200 であった。資産グループ A、
B に減損の兆候があり、割引前将来キャッシュ・フローは 400 と 230 であった。また、共用資産にも減
損の兆候があり、資産グルーA、B に共用資産を含むより大きな単位での割引前将来キャッシュ・フロー





での回収可能価額は 690 であった。 
〈考察〉 
第 1 段階：各資産グループにおける減損損失の判定及び測定 
資産グループ A の割引前将来キャッシュ・フローは、帳簿価額を上回るため、減損損失は認識されな
い。資産グループ B の割引前将来キャッシュ・フローは、その帳簿価額を下回っているため、減損損失
を認識すべきであると判定される。このため、資産グループ B の帳簿価額 260 を回収可能価額 210 まで
減額し、減損損失 50 を当期の損失とする。 
表 1. より大きな単位でグルーピングする方法（第 1 段階） 
 資産グループ A 資産グループ B
(1) 帳簿価額 350 260
(2) 割引前将来キャッシュ・フロー 400 230
(3) 減損損失の認識 しない する
(4) 回収可能価額 ― 210
(5) 減損損失 ― 50
(6) 第 1 段階後の帳簿価額 350 210
出所：筆者作成 
第 2 段階：共用資産を含む、より大きな単位での減損損失の認識の判定及び測定 
共用資産にも減損の兆候があるため、共用資産を含む、より大きな単位での割引前将来キャッシュ・フ
ロー770 と減損損失控除前の帳簿価額に共用資産の帳簿価額を加えた金額 810 を比較し、減損損失を認
識するかどうかを判定する。この結果、当該割引前将来キャッシュ・フローは、それらの帳簿価額の合計
金額を下回っているため、減損損失を認識すべきであると判定され、それらの回収可能価額 690 まで減
額する。この際、減損損失 120 のうち、資産グループ B に係る減損損失 50 を控除した減損損失の増加
額 70 は、原則として、共用資産に配分する。 
表 2. より大きな単位でグルーピングする方法（第 2 段階） 
 
資産グループ A 資産グループ B 共用資産 
共用資産を含むより大き
な単位での合計 



























も同じ方法を採用する必要がある（適用指針第 49 項）。 
設例 6. 帳簿価額を配分する方法 
資産グループ A、B における帳簿価額はそれぞれ 200、350 であり、共用資産のうち、本社ビル等の土
地及び建物を各事業に関連する面積で按分した帳簿価額はそれぞれ 75、125 であった。また、それ以外
の器具備品については固定資産台帳上の使用区分を用いて配分した結果、帳簿価額はそれぞれ 30、50 で
あり、配分後の資産グループ A、B の帳簿価額は、それぞれ 305、525 である。 
〈考察〉 
第 1 段階：減損の認識の判定及び測定 
配分後の資産グループ A、B に減損の兆候があり、共用資産の帳簿価額配分後の資産グループ A、B の
割引前将来キャッシュ・フローはそれぞれ 290、500 でその帳簿価額を下回っているため減損損失を認識
すべきであると判定する。次に、共用資産配分後の資産グループ A、B の回収可能価額がそれぞれ 250、
380 であった場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を当期の損失とする。 
表 3. 帳簿価額を配分する方法（第 1 段階） 
 資産グループ A 資産グループ B 共用資産 合計 
(1) 帳簿価額 200 350 280 830 
(2) 共用資産の配分
額 
105 175 ▲280 0 
(3) 配分後の帳簿価
額 
305 525 0 830 
(4) 割引前将来キャ
ッシュ・フロー 
290 500  
(5) 減損損失の認識 する する  
(6) 回収可能価額 250 380  
(7) 減損損失 55 145 200 
(8) 減損処理後帳簿
価額 






第 2 段階：減損損失の配分 
次に、共用資産の帳簿価額を配分した各資産グループにおいて認識された減損損失は、(1)帳簿価額に
基づき、資産グループと共用資産に配分する。 
表 4. 帳簿価額を配分する方法（第 2 段階） 
 減損損失 資産グループへの配分 共用資産への配分 
資産グループ A 55 36 19 
資産グループ B 145 96 49 




























































された時点の事業Ⅰと事業Ⅱの時価は、750 と 1,250 であった。事業Ⅰと事業Ⅱは管理会計上独立した業
績報告が行われている。 
事業Ⅰには関連する資産グループ A と資産グループ B があり、それぞれの帳簿価額は 400 と 300 であ
る。資産グループ A と B のそれぞれの割引前将来キャッシュ・フローは 380 と 310 であった。事業Ⅰに
属するのれんを含む、より大きな単位での割引前将来キャッシュ・フローは 740 である。また、資産グ
ループ A と B のそれぞれの回収可能価額は 240 と 150 である。事業Ⅰに属するのれんを含む、より大き
な単位での回収可能価額は 560 であった。 






60、事業Ⅱが 100 であった。事業Ⅰに配分されたのれんに減損の兆候があった。 
第 2 段階：各資産グループにおける減損損失の判定及び測定 
資産グループ A の割引前将来キャッシュ・フローは帳簿価額を下回るため、減損損失を認識すべきと
判定される。よって、資産グループ A の帳簿価額 400 を回収可能価額 240 までに減額し、減損損失 160
を当期の損失とする。資産グループ B の割引前将来キャッシュ・フローは帳簿価額を上回るため、この
段階では減損損失を認識しない。 
表 5. のれんに係る資産のグルーピング（第 2 段階） 
 資産グループ A 資産グループ B 
(1) 帳簿価額 400 300
(2) 割引前将来キャッシュ・フロー 380 310
(3) 減損損失の認識 する しない
(4) 回収可能価額 240 150
(5) 減損損失 160 ―
(6) 第 2 段階後の帳簿価額 240 300
出所：筆者作成 
第 3 段階：のれんを含むより大きな単位での減損損失の判定及び測定 
のれんを含むより大きな単位に、割引前将来キャッシュ・フローの総額 740 が各資産グループで認識
された減損損失控除前の帳簿価額 760 を下回っているため、減損損失を認識すべきであると判定され、
回収可能価額の 560 まで減額する。この際、減損損失の 200 のうち、資産グループ A に係る減損損失 160
を控除した減損損失の増加額 40 は原則としてのれんに配分する。 
表 6. のれんに係る資産のグルーピング（第 3 段階） 
 
資産グループ A 資産グループ B 事業Ⅰののれん
のれんを含むより大
きな単位での合計 








(7) 第 1 段階後の帳簿
価額 
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